
（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 3,972,700 人 5 R4.10.1 5年

2 61.3 ％ 11 R4.10.1 5年

3 69.8 ％ 8 R4.10.1 5年

4 53.0 ％ 16 R4.10.1 5年

5 24.6                   ％ 35 R4.10.1 5年

調査
周期

　「就業構造基本調査」によると、令和4年10月1日現在の有業者の総数は、前回調査（平成29年）と比
べて66,100人増加して3,972,700人でした。
　有業率（15歳以上人口に占める有業者の割合）は61.3％で全国第11位、これを男女別にみると、男
性は69.8％で全国第8位、女性は53.0％で全国第16位でした。
　また、有業率を5歳階級別に前回調査（平成29年）と比べてみると、男性は65～74歳と80～84歳で顕
著な伸びを示しています。女性は20～74歳で上昇していて、特に30～39歳（M字カーブの底が上昇）と
60～64歳で顕著な伸びを示しています。

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　43 　就業状態
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統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

有業率

有業率（男）

有業率（女）

65歳以上有業率

【資料】
表1～5 総務省統計局「就業構造基本調査」（令和4年10月1日）
注)
1 「有業者」とは、15歳以上の者でふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日（令和4年10月1日）以降もしてい
くことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者。
2 表1の数値は、分類不能又は不詳の数値を含む。
3 表1の数値は、10の位を四捨五入して100の位までを有効数字として表章している。
4 表2～5の「有業率」は、15歳以上人口（表5は65歳以上人口）に占める有業者の割合。

有業者（総数）

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 87.3 ％ 3 R4.10.1 5年

2 61.6                   ％ 35 R4.10.1 5年

3 38.4                   ％ 13 R4.10.1 5年

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　44 　従業上の地位・雇用形態

　「就業構造基本調査」によると、令和4年10月1日現在の有業者のうち雇用者は、前回調査（平成29
年）と比べて102,800人増加して3,663,800人で有業者の92.4％、会社などの役員を除く雇用者は、
89,900人増加して3,462,200人で有業者の87.3％でした。（有業者のうち残り7.6％は、自営業主、家族従
業者です。）
　会社などの役員を除く雇用者のうち「正規の職員・従業員」の比率は61.6％で全国第35位、「非正規
の職員・従業員」の比率は38.4％で全国第13位でした。男女別でみると、「正規の職員・従業員」は、男
性は77.2％（前回調査76.4％）、女性は43.1％（同39.4％）、「非正規の職員・従業員」は、男性は22.8％
（同23.6％）、女性は56.9％（同60.6％）で、男女とも「正規の職員・従業員」の比率が上昇しました。

統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

調査
周期
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【資料】
表1～3 総務省統計局「就業構造基本調査」（令和4年10月1日）
注)
1 説明の「有業者」は従業上の地位・雇用形態が不詳の者を除く。
  「有業者」とは、15歳以上の者でふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日（令和4年10月1日）以降もしてい
くことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者。
2 表1の「雇用者比率（会社などの役員を除く）」は、有業者（従業上の地位・雇用形態が不詳の者を除く。）に占める会社など
の役員を除く雇用者の割合。
3 表2の「正規の職員・従業員比率」、表3の「非正規の職員・従業員比率」は、それぞれが会社などの役員を除く雇用者に占
める割合。

雇用者比率（会社などの役員を除く）

正規の職員・従業員比率

非正規の職員・従業員比率

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 49,200 人 14 R4.10.1 5年

2 852,600 人 5 R4.10.1 5年

3 2,953,200 人 4 R4.10.1 5年

　「就業構造基本調査」によると、令和4年10月1日現在の産業3部門別の有業者は、第1次産業は
49,200人で全体の1.3％（前回調査1.7％）、第2次産業は852,600人で22.1％（同23.6％）、第3次産業は
2,953,200人で76.6％（同74.7％）でした。
　有業者を産業大分類別にみると、「卸売業、小売業」が578,600人で最も多く、次いで「製造業」
567,400人、「医療、福祉」478,000人の順でした。男女別では、男性は「製造業」の385,700人、女性は
「医療、福祉」の350,600人が最も多くなっています。

調査
周期

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45 　産業別有業者

統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間
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有業者（第1次産業）

有業者（第2次産業）

有業者（第3次産業）

【資料】
表1～3 総務省統計局「就業構造基本調査」（令和4年10月1日）
注)
1 「有業者」とは、15歳以上の者でふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日（令和4年10月1日）以降もしてい
くことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者。
2 表1～3の数値及び説明の産業3部門別の有業者の割合は「分類不能の産業」を除いて算出している。
3 表1～3の数値は、10の位を四捨五入して100の位までを有効数字として表章している。

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 289,873 円/月 32 R5年 1年

2 130.1                  時間/月 45 R5年 1年

3 413,462 円/月 14 R5年 1年

4 164.0                  時間/月 22 R5年 1年

5 105,139 円/月 15 R5年 1年

6 79.3                   時間/月 35 R5年 1年

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　46 　給与・労働時間

統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

調査
周期

　「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」（事業所規模5人以上）によると、令和5年の常用労働者1人平
均月間現金給与総額（以下「現金給与総額」）は289,873円（基本給等の所定内給与228,559円、時間
外手当等の所定外給与16,980円、賞与等の特別に支払われた給与44,334円）で前年の289,092円（所
定内給与228,193円、所定外給与16,997円、特別に支払われた給与43,902円）から781円増加しまし
た。
　また、令和5年の常用労働者1人平均月間総実労働時間（以下「総実労働時間」）は130.1時間（所定
内労働時間120.9時間、所定外労働時間9.2時間）で前年と同じでした（前年の総労働時間の内訳は、
所定内労働時間120.2時間、所定外労働時間9.9時間）。
　一般労働者とパートタイム労働者の別にみると、一般労働者の現金給与総額は前年より2,109円減
少して413,462円、総実労働時間は0.6時間減少して164.0時間でした。また、パートタイム労働者の現金
給与総額は前年より3,235円増加して105,139円、総実労働時間は0.3時間増加して79.3時間でした。
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【資料】
表1～6 厚生労働省「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」（令和5年）
注)
1 表1～6は、1人平均月間の数値（1～12月の数値を各月の常用労働者数で加重平均して算出）。
2 表1、2は、常用労働者（期間を定めずに雇われている者又は1か月以上の期間を定めて雇われている者）を5人以上雇用す
る事業所（事業所規模5人以上）の常用労働者の数値。
3 表3、4の「一般労働者」とは、常用労働者のうちパートタイム労働者を除いた労働者。数値は、事業所規模5人以上のもの。
4 表5、6の「パートタイム労働者」とは、常用労働者のうち1日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者又は1日の所定労
働時間が一般の労働者と同じで1週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者。数値は、事業所規模5人以上のもの。

現金給与総額

総実労働時間

一般労働者現金給与総額

一般労働者総実労働時間

パートタイム労働者現金給与総額

パートタイム労働者総実労働時間

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 1.18 倍 39 R5年度 1年

2 2.18 倍 34 R5年度 1年

3 19.7 ％ 45 R5年度 1年

4 1,598,262 人 6 R5年度 1年

5 23,213 人 5 R5年度 1年

【資料】
表1～3 厚生労働省「一般職業紹介状況」（令和5年度）
表4、5 厚生労働省「雇用保険事業年報」（令和5年度）
注)
1 表1～3は、パートタイムを含む一般（常用及び臨時・季節）。
2 表1の「有効求人倍率」は、「有効求人数÷有効求職者数」。
3 表2の「新規求人倍率」は、「新規求人数÷新規求職申込件数」。
4 表3の「就職率」は、「就職件数÷新規求職申込件数×100（％）」。
5 表1、2の「就業地別」とは、就業地の求人数を用いて算出したもの。
  表3の「受理地別」とは、各都道府県内のハローワークが受理した求人数を用いて算出したもの。
6 表4、5の数値は、令和5年度月平均。
7 表4の「一般＋高年齢＋特例」とは、一般被保険者、高年齢被保険者及び短期雇用特例被保険者のこと。
8 表5の「一般求職者給付」とは、一般被保険者に対する給付のこと。
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Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47 　求人・求職

　「一般職業紹介状況」によると、新規学卒者を除きパートタイムを含む令和5年度の有効求人倍率（就
業地別）は1.18倍（有効求職者数（月平均）90,238人、有効求人数（就業地別・月平均）106,203人）で、
前年度の1.15倍から上昇しました。
　新規求人倍率（就業地別）は2.18倍（新規求職申込件数（月平均）16,583件、新規求人数（就業地別・
月平均）36,157人）で、前年度の2.11倍から上昇しました。就職率（受理地別）は、19.7％（就職件数（月
平均）3,263件）で前年度を0.2ポイント上回りました。
　「雇用保険事業年報」によると、令和5年度月平均の雇用保険受給者実人員は、前年度より119人減
少して23,213人でした。

統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

調査
周期

有効求人倍率（就業地別）

新規求人倍率（就業地別）

就職率（受理地別）
雇用保険被保険者数（一般＋高年齢＋特例）

雇用保険受給者実人員（一般求職者給付）

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 261,920 事業所 5 R3.6.1 5年

2 2,602,009 人 5 R3.6.1 5年

3 84,265 事業所 6 R3.6.1 5年

4 13,293 事業所 7 R3.6.1 5年

　「経済センサス-活動調査」によると、令和3年6月1日現在の民営事業所数（事業内容等不詳を含む）
は261,920事業所、従業者数は2,602,009人で、ともに全国第5位でした。
　また、前回の経済センサス-活動調査(平成28年)以降に新設された民営事業所数は84,265事業所で
全国第6位、本所・本社・本店数は13,293事業所で全国第7位でした。
　民営事業所数(事業内容等不詳を除く)を産業大分類別にみると、「卸売業,小売業」が51,720事業所
で最も多く、次いで「建設業」が25,560事業所、「製造業」が23,810事業所と続き、これら3産業で全体の
43.9％を占めています。
 　従業者数を産業大分類別にみると、「卸売業,小売業」が531,109人と最も多く、次いで「製造業」が
453,626人、「医療,福祉」が391,310人と続き、これら3産業で全体の52.9％を占めています。

調査
周期

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48 　事業所等
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統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

民営事業所数（事業内容等不詳を含む）

民営事業所従業者数
民営事業所（事業内容等不詳を含む）新設事業所数

民営事業所本所・本社・本店数

【資料】
表1～4 総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査」（令和3年6月1日）
注)
1 表2の数値は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計。
2 表3の「新設事業所」とは、令和3年経済センサス-活動調査で調査した事業所のうち、平成28年経済センサス-活動調査で
は調査しなかった事業所をいい、他の場所から移転してきた事業所や経営組織の変更を行った事業所が含まれている（平成
28年調査以降新設で令和3年調査以前廃業の事業所は含まない）。
3 表4の「本所・本社・本店」は事業内容等不詳、単独事業所を含まない。

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 46,463 戸 14 R2.2.1 5年

2 73,000 ha 16 R5.7.15 1年

3 1,542 億円 21 R4年 1年

4 266 億円 18 R4年 1年

5 741 億円 9 R4年 1年

6 261 億円 34 R4年 1年

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　49 　農業

統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

調査
周期

　「農林業センサス」によると、令和2年2月1日現在の農家数は46,463戸（販売農家数27,588戸、自給的
農家数18,875戸）で、前回調査（平成27年）より17,715戸減少し、全国第14位でした。農家数は、調査ご
とに減少し、20年前の平成12年と比べると45.0％減少しています。基幹的農業従事者数も前回調査よ
り13,129人減少し全国第15位で、20年前から49.5％減少しています。
　「作物統計調査」によると、令和5年7月15日現在の耕地面積（田畑合計）は、前年より300ha減少して
73,000ha（田面積40,700ha、畑面積32,200ha）で、全国第16位でした。
　「生産農業所得統計」によると、令和4年の農業産出額は1,542億円でした。部門別にみると、野菜が
最も多く741億円、次いで米（266億円）、畜産（261億円）、花き（160億円）、果実（50億円）の順でした。
（農業産出額については、次ページのグラフと表を参照してください。）
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【資料】
表1 農林水産省「農林業センサス」（令和2年2月1日）
表2 農林水産省「作物統計調査」（令和5年7月15日）
表3～6 農林水産省「生産農業所得統計」（令和4年）
注)
1 表1の「農家」とは、経営耕地面積が10a以上の農業を営む世帯又は経営耕地面積が10a未満であっても、調査期日前1年間
における農産物販売金額が15万円以上あった世帯。
　このうち、経営耕地面積30a以上又は調査期日前1年間における農産物販売金額が50万円以上の農家を「販売農家」、経営
耕地面積が30a未満かつ調査期日前1年間における農産物販売金額が50万円未満の農家を「自給的農家」としている。
2 表2の数値は、原数が4桁の場合は下1桁を、5～6桁の場合は下2桁を、7桁以上の場合は下3桁を四捨五入しているため、
合計値と内訳の計が一致しない場合がある。

農家数

耕地面積

農業産出額

米産出額

野菜産出額

畜産産出額

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


（1）グラフ

注）全国の農業総産出額は、他の都道府県に販売された中間生産物を産出額に計上する都道府県別推計値の合計ではなく、

　　　「全国推計統計表」を用いている。

（2）表

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　49-2　農業
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（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 13,252 事業所 4 R5.6.1 1年

2 385,746 人 4 R5.6.1 1年

3 14,799,788 100万円 8 R4年 1年

4 5,186,319 100万円 5 R4年 1年

調査
周期

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50 　工業

-53-

統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

事業所数（製造業）

従業者数（製造業）

製造品出荷額等

付加価値額（製造業）

【資料】
表1、2 総務省、経済産業省「経済構造実態調査」（令和5年6月1日）
表3、4 総務省、経済産業省「経済構造実態調査」（令和4年）
注)
1 表1、2は令和5年6月1日現在の数値、表3、4は令和4年1～12月の1年間の実績。
2 表1～4は、経済構造実態調査のうち、製造業事業所調査に関するもので、個人経営を除く全事業所に関する数値。
3 表4の数値は、従業者29人以下の事業所については粗付加価値額。
4 グラフ及び説明の「プラスチック製品製造業」は、他の産業中分類に分類されるものを除く。

　「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」によると、令和5年6月1日現在の製造業の事業所数は
13,252事業所、従業者数は385,746人で、ともに全国第4位でした。
　また、令和4年の製造品出荷額等は14兆7,998億円で全国第8位、付加価値額は5兆1,863億円で、全
国第5位でした。

　産業中分類別に事業所の構成比をみると、「金属製品製造業」16.8％（2,224事業所）が最も多く、次
いで「生産用機械器具製造業」11.2％（1,478事業所）、「印刷・同関連業」7.8％（1,030事業所）、「プラス
チック製品製造業」7.8％（1,030事業所）、「食料品製造業」6.9％（921事業所）と続き、これら5業種で全
体の50.4％を占めています。
　また、製造品出荷額等の構成比をみると、「輸送用機械器具製造業」17.2％（2兆5,516億円）が最も多
く、次いで「食料品製造業」14.3％（2兆1,139億円）、「化学工業」10.9％（1兆6,196億円）と続き、これら3
業種で全体の42.5％を占めています。

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　50-2　工業

-54-

製造品出荷額が全国第1位の主な品目と出荷額(令和４年)



（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 51,720 事業所 6 R3.6.1 5年

2 521,072 人 5 R3.6.1 5年

3 17,247,939 100万円 7 R2年 5年

4 7,191,433 ㎡ 3 R3.6.1 5年

5 19,870 事業所 8 R3.6.1 5年

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 51 　商業

　「経済センサス-活動調査」によると、令和3年6月1日現在の「卸売業、小売業」の事業所数は51,720
事業所（卸売業14,004事業所、小売業37,716事業所）で、全国第6位でした。
　従業者数は521,072人（卸売業138,516人、小売業382,556人）で、全国第5位でした。
　また、令和2年の年間商品販売額は17兆2,479億円（卸売業10兆2,439億円、小売業7兆41億円）で、
全国第7位でした。
　卸売業、小売業を産業小分類別に年間商品販売額の高い順にみると、卸売業は「食料・飲料」が1兆
6,903億円、「医薬品・化粧品等」が1兆1,357億円、「自動車」が9,428億円、小売業は「各種食料品」が1
兆1,776億円、「自動車」が9,275億円、「医薬品・化粧品」が7,699億円になっています。

統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

調査
周期

-55-

事業所数（卸売業、小売業）

従業者数（卸売業、小売業）

年間商品販売額

売場面積（小売業）

飲食店数

【資料】
表1、2、4、5 総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査」（令和3年6月1日）
表3 総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査」（令和2年）
注)
1 表1、2、4、5は令和3年6月1日現在の数値、表3は令和2年1～12月の1年間の実績。
2 表3、4は、数値が得られた事業所について集計。
　なお、個人経営の事業所は調査項目に年間商品販売額及び売場面積を含まない。
3 表5の「飲食店」とは、産業中分類の「飲食店」（管理、補助的経済活動を行う事業所を含む）。

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


(1)グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 128,414 事業所 5 R3.6.1 5年

2 1,442,045 人 5 R3.6.1 5年

3 21,167,718 100万円 6 R2年 5年

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52　サービス業等

統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

調査
周期

　「経済センサス-活動調査」によると、令和3年6月1日現在のサービス業等の民営事業所数は
128,414事業所、従業者数は1,442,045人でした。
　事業所数を産業大分類別にみると、「宿泊業、飲食サービス業」が23,094事業所で最も多く、次い
で「医療、福祉」21,744事業所、「生活関連サービス業、娯楽業」20,345事業所と続き、この3業種で
全体の50.8％を占めています。
　従業者数を産業大分類別にみると、「医療、福祉」が391,310人で最も多く、次いで「運輸業、郵便業」
211,523人、「宿泊業、飲食サービス業」205,396人、「生活関連サービス業、娯楽業」102,685人、「教育、
学習支援業」83,899人と続き、この5業種で全体の69.0％を占めています。
　また、令和2年の売上（収入）金額を産業大分類別にみると、「医療、福祉」が5,349,255百万円と
最も多く、次いで「金融業、保険業」3,891,909百万円、「運輸業、郵便業」3,055,893百万円と続き、こ
の3業種で全体の58.1％を占めています。

事業所数（サービス業等）

従業者数（サービス業等）
売上（収入）金額（サービス業等）

-56-

【資料】
表1、2 総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査」（令和3年6月1日）
表3 総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査」（令和2年）
注)
1 「サービス業等」について、ここでは「電気・ガス・熱供給・水道業」を含む第3次産業から、「卸売業、小売業」「公務」を除
いた産業としている。
2 表1、2は令和3年6月1日現在の数値、表3は令和2年1～12月の1年間の実績。
3 表3の「売上（収入）金額」は、事業所（外国の会社及び法人でない団体を除く）の売上（収入）金額を、地域別に試算し
た値。（経済センサス-活動調査では、事業所の売上（収入）金額について、事業所ごとの売上（収入）金額を把握すること
が困難な一部の産業等に属する事業所は、調査・集計していない。また、企業等の売上（収入）金額については調査・集
計しているものの、複数事業所を有する企業等は本社所在地でまとめて計上している。このため、ここでは参考として公
表している試算値を使用した。）

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx


（1）グラフ

（2）説明

（3）本県データ ※統計表は、https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

1 23,733,625 100万円 5 R3年度 1年

2 23,364,332 100万円 5 R3年度 1年

3 4.0 ％ 21 R3年度 1年

4 3,049 1,000円 19 R3年度 1年

調査
周期

　「県民経済計算」によると、令和3年度の県内総生産は、名目で23兆7,336億円、実質で23兆3,643億
円となりました。経済成長率（県内総生産の対前年度増加率）は、名目4.3％増、実質4.0％増でいずれ
も3年ぶりのプラスとなりました。
　また、1人当たり県民所得は、304.9万円で対前年度比6.8％増となり、4年ぶりの増加となりました。

　県民経済計算    県内の経済活動により1年間に生み出された付加価値を、生産・分配・支出の3つ
                          の側面から体系的に計量把握するためのもので、国民経済計算の県版に該当し
　　　　　　　　　　　　ます。国民経済計算の国内総生産（GDP）や国民所得といった経済指標は、県民
　　　　　　　　　　　　経済計算では県内総生産、県民所得などがこれに相当します。

　1人当たり県民所得    県民雇用者報酬、財産所得、企業所得を合計した県民所得を人口で除した
                               ものです。このため、1人当たり県民所得は企業の利益なども含めた県民経
                               済全体の所得水準を表しています。

Ⅴ　仕事と産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　53　県民経済計算

-57-

統計表
番号

項　　　　目 数　値 単　位
埼玉県の

順位
調査時点
又は期間

名目県内総生産

実質県内総生産

実質経済成長率

1人当たり県民所得

【資料】
表1～4 内閣府「県民経済計算」（令和3年度）
注)
1 表1～4は、2015年（平成27年）基準改定による推計方法等による。実質値は連鎖方式で計算し、参照年（デフレーター＝100
となる年）は平成27年。
2 表4の数値算出に使用した人口は、「10月1日現在推計人口」（総務省）による。
3 県民経済計算は遡及改定が行われるため、ある年の公表計数は翌年以降の当該計数と一致するとは限らない。

https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/265756/table5_sigoto-sangyo2025.xlsx

